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企業における地域とのかかわり 
～日本興亜の森林保全への取り組み～ 
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１．「日本興亜の森
も
林
り
」の概要 
森林は、命の水を育み、酸素を供給し、炭酸ガスを吸収し、生き物を棲息させ、気候を和
らげ、土砂を固定するなど数多くの役割を果たしている。また、最近は森林の持つ癒し効果
が見直されている。 
しかし、現在林業に携わる人達は高齢化し、人手不足、木材価格の下落などが重なり、こ
の貴重な森林を守る人が減少している。 
 
このような状況を踏まえ、日本興亜保険グループ（以下、当社）は環境・森林保護の目的
で、八ヶ岳山麓（長野県諏訪郡富士見町）にある５ha（約 15,500 坪）の森林に助成を行い、
1996 年に「日本興亜の森
も
林
り
」を創設した。森林は樹齢 30 年前後のカラマツを中心に、シラ
カバ、ナラ、モミなど多くの樹木が見られる。 
これは林野庁の「法人の森林」分収育林制度を利用したものである。分収育林制度とは個
人または法人が一定の森林に助成を行い、一定期間後、木の成長と伐採に伴い、その収益の
一部を受け取る制度である。また、その契約期間内、一定の制限のもと、その森林敷地の利
用が認められている。 
 
当社では、2002 年から森林を利用して、グループ社員および関係者向けに森林教室を実施
している。森林教室は「日本興亜おもいやり倶楽部」（社員寄付と会社拠出金が原資の社会貢
献基金）が主催し、「林野庁（中部森林管理局南信森林管理署）」および「NPO・花咲き村」1 が
指導にあたっている。 
 
２．森林の更なる有効利用と森林保全 
上記状況の中、社員向けの森林教室のみを開催していた状況から、「日本興亜の森
も
林
り
」のさ
らなる有効利用とそれを通したより高度な社会貢献、および森林保全活動を目的として、2004
年５月から新たな活動を模索した。 
 
                              
1  東京都日の出町を中心に、主に森林保全と福祉支援に関する活動を行っている。 
ホームページ：http://lt.sakura.ne.jp/~hanasaki/ 
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企業は社会とともに共存共栄する間柄である。様々なステークホルダーが関与し会社は成
り立っている。また、会社の価値の 50％は無形価値にあるといわれている。それは企業に対
する「信頼」「尊敬」ともいえる。この意味において、たとえ、直接的な利益に結びつかなく
ても、企業は社会貢献活動をより高度化し、より良い社会の発展に貢献することが重要であ
る。 
そして、社会の外側で、しかも無報酬で社会を支えているのが自然界である。自然はすべ
ての営みの母である。 
現在盛んに論議されている企業の社会的責任（CSR）の目的は、単に企業の存続にあるので
はない。まさに「持続可能な社会の実現」にあり、それは、単に人類の持続可能性ばかりで
なく、「地球環境の持続可能」や「生物多様性の維持」を意味するのである。 
森林保全によって、豊かで健全な自然を支えることは、「企業の社会的責任の最終目標」と
もいえることである。 
 
自然の中に社会・企業・個人は存在する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）森林の有効活用に関する基本的考え方 
①住民・行政・ＮＰＯ・企業の協働 
筆者は 21世紀型の問題解決の方法は「違う立場の人間がその立場を維持したまま同じミッ
ションのもとに集う」ことだと考える。このことはあらゆる場面で語られており、産学協働、
企業と NPO とのコラボレーションなど様々に試みがなされている。 
筆者がこの結論に至ったのは、自分の経験からである。筆者は保険会社に勤務しているが、
長い間、資産運用の業務にたずさわっていた。有価証券や為替は極めて効率的に情報や知識
の共有化がなされており、その運用においては世界中の同業者が、条件と信頼さえあればす
ぐにビジネスを起こせる環境にある。一方、森林の有効活用に関与する人々（行政の森林関
自然 
 
 
 
 
 
社会 
 
 
 
 
企業 
個人
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係者、森林 NPO など）はお互いが親しく知っているのにもかかわらず、すぐに一つのミッショ
ンのもとに協働するようなカルチャーでは無いようである。一方、森林関係者それぞれの持
つ能力は極めて高いものがある。日本は蛸壺社会と呼ばれるが、こと森林に関しては、新し
い技術開発やビジネスモデルの構築を行わなくても、お互いのプロフェッショナリズムを終
結するだけで、新たな価値創造が十分できるというのが筆者の印象であった。 
 
住民・行政・ＮＰＯ・企業の協働 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②ハードからソフトの場へ 
「日本興亜の森
も
林
り
」を単にハードとして限定的にとらえるのでなく、ソフトとしての場と
して幅広くとらえることとした。 
例えば、森林に関する活動は、かならずしも「日本興亜の森
も
林
り
」を使用することを前提し
ていない。また、森林そのものの利用ばかりでなく、環境保全などの大きな概念の中で、コ
ミュニケーションやコラボレーションの場となるように活動を考慮した。 
学術研究者 
行政 
（林野庁・長野県）
住民 
（長野県民・富士見町民） 
ＮＰＯ 企業 
（日本興亜損保） 
森林保全 
同じミッションのもと、違う立場の人々が集う 
（今後の問題解決モデル） 
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③環境と福祉の融合 
環境問題と南北問題の解決が、これからの持続可能な社会の実現において最も重要な２つ
の課題である。南北問題は、国内問題に置き換えれば、福祉という概念といっても良い。筆
者は「社会的弱者との共存共栄とその方法を模索すること」が重要と考える。 
自然災害における経済的損失は、過去、世界の GDP を上回る勢いで増大している。その原
因の一つとして、過去 10 年の間に、特に発展途上国の各地で「史上最悪の水害」が頻発して
いる。これは、「発展途上国の人口増大に伴い山間部で森林破壊を行い、その結果、山間部に
住むことが出来なくなり、都市部でスラムを形成する。そこへ、森林破壊による水害が直撃
する。」 貧困と環境破壊の悪循環が発生しているのである。 
このように、環境と福祉の融合と、その問題の統合的な解決は持続可能な社会の実現にお
いて極めて重要である。 
「日本興亜の森
も
林
り
」を通して出来ることは限定的である。しかし、「環境と福祉の融合」の
重要さを訴える意味を含め、森林の有効活用においてこの考え方を考慮することとした。 
 
環境と福祉の融合 
環境 福祉 
日本興亜の森林
 
ハードとしての森林
ハードからソフトの場へ
 
ソフトとしての森林 
コミュニケーション・ 
コラボレーションの場 
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３．現在進行中の森林関連プログラム 
（１）「日本興亜の森
も
林
り
」を使用したプログラム 
①森林体験教室 
社員向けのものを一般に開放。春・秋年２回開催。 
参加者は交通費・宿泊費のみを負担し、講師の招聘費用ほかその他運営費用を助成。 
②NPO 活動への開放 
「NPO・フリースペースたまりば｣2 が森林体験教室として使用。 
「NPO・豊かな自然と農業を考える会｣3 が森林計画を作成。 
＊「日本興亜の森
も
林
り
」を使用した NPO 活動へは寄付金を付与している。 
 
③学校教育への開放  
地元の学校を中心として「日本興亜の森
も
林
り
」を使用した教育プログラムを検討。 
 
（２）森林療法研究 
「東京女子医科大学青山自然医療研究所｣4および「ＮＰＯ・信州そまびとクラブ」5 と協働
で展開。 
アンケート形式を中心に協力者に負担がかからない方法を模索。また、森林ばかりでなく、
その他の代替医療との組み合わせた総合効果も検討。 
 
（３）森林活動のリスクマネジメント 
専修大学商学部上田和勇教授の協力で展開。 
「森林をより楽しむためのリスク管理」を基本に考え、NPO 活動のリスクマネジメントも
考慮。 
 
（４）富士見町事業支援 
2006 年度を目処に、富士見町における有害鳥獣防御対策・町有林整備事業に支援、および、
森林体験教室の共同開催予定。 
 
なお、すべてのプログラムについて「長野県」のサポートを得ている。 
 
 
                              
2  神奈川県川崎市を本拠とし、引きこもりや不登校の支援活動を行っている。 
ホームページ：http://home.b05.itscom.net/tama/npo/index.html 
3  長野県原村を本拠とし、自然教室の開催・森林保全活動を行っている。 
4  ホームページ：http://www.twmu.ac.jp/U/huzoku/h08aoyama_w.html 
5  長野県佐久市を本拠とし、森林保全活動を行っている。 
ホームページ：http://w2.avis.ne.jp/~somabito/ 
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現在進行中の森林関連プログラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．経験から学んだこと 
筆者は CSR・社会貢献・環境貢献を担当する部署にいるが、森林保全活動の経験はなかっ
た。また、基本的な考え方は確立していたものの、実際の協力者を得ることが最も困難な作
業であった。 
加えて、最初は「環境と福祉の融合」にこだわったこともあり、福祉関係者を中心に森林
の有効活用を訴えたが、残念ながら反応は芳しくなかった。 
結局、過去１年半の間に、延べ 100 人以上の人々と森林の有効活用について面談すること
となった。 
以下は筆者が経験から学んだことである。 
 
（１）とにかく人と会う 
最初は過去当社が助成した NPO に対して、手紙等で広く協力を呼びかけたが全くの無反応
であった。その後は、とにかく「森林の有効活用」に協力してくれそうな人に、面談して当
社の森林の話をしてみることとした。かならずしも賢明な方法とは言えないが、社会貢献活
動に共感を得るには面談して気持ちを伝えることが大切である。また、当社は純粋な社会貢
献活動として「日本興亜の森
も
林
り
」を保有しているが、面談して当社の考えを理解してもらう
までは、警戒されるケースも多々あった。 
多数の人と面談して思うことは、誰がどのような形で協力してくれるかわからないという
ことでもあった。例えば、社会福祉に関する公務員や教員といえども環境には無理解であっ
たり、一方、企業戦士で社会貢献と無縁と思われる人が環境に理解があり、思わぬ協力を得
たこともある。 
私の友人で「自分の意思を通すために、自分の信ずることは 100 回言う」というものがい
るが、私の場合も、100 人近く面談して、本当のキーパーソンの協力を得られる態勢となっ
た。 
 
日本興亜の森林の利用 
森林活動の 
リスクマネジメント 
 
森林療法研究 
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（２）大切な個人のつながり 
今回のプロジェクトは知人・友人の輪でキーパーソンと出会うことが出来た。決して組織
から組織の紹介ではない。また、同じ組織にいても協力してくれる人といない人がいる。人
は一見組織で動いているようであるが、結局は個人の集合体である。 
昔から言われている「類は友を呼ぶ」とは本当で、信頼できる人が信頼できる人を紹介し
てくれている。 
加えて、お金の損得も大きな意味を持たない気がしている。前述の通り、当社の森林保護
活動は「日本興亜おもいやり倶楽部」という社員の寄付が原資である。よって、もともと潤
沢な予算があるわけではなく、協力者への謝礼もなければ、かかわる NPO への寄付も十分で
はない。正直その制約の中、協力者を集められるのかが不安であったが、その点は杞憂であっ
た。 
 
（３）触媒機能の重要性 
企業にいると社外についてはステレオタイプに考えてしまい、私には行政も地域も一つの
ような誤解があった。行政や地域と一言で言うが、おのおのがそれぞれの機能を持って存在
しており、その役割分担も明確である。 
当社の森林は国有林であっても、その有効活用おいては県や町の協力が不可欠である。ま
た、森林は富士見町に存在するが、そこで活動する NPO は他の地域からも招聘する必要があ
る。 
ある行政官から言われた以下の言葉が印象的である。「国も県も町もいずれの担当者も森林
のプロである。また、NPO もしかりである。しかし、仕切るのは「森林の素人」でなければ
まとまらない」と。これはまさに触媒機能である。 
筆者は森林の全く素人であり、ゆえに、プロジェクトの立ち上げに時間がかかった。しか
し、素人ゆえに、プロのプライドを後回しにして、プロフェッショナリズムが集結すること
を勉強させていただいた。 
 
触媒機能の重要性 
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５．おわりに 
以上、弊社の「日本興亜の森
も
林
り
」を中心とした森林保護活動について述べた。 
その途中で筆者が大きく変わったことが一つある。それは、仕事のために森林に通い、森
林を愛する人々と接するようになり、筆者が本当に森林を好きになったことである。 
筆者の持論であるが、「自分が幸せでないと人を幸せにすることは出来ない」と考えている。
その意味において、筆者はこれから本当に森林保護活動が出来るようなったのかもしれない。 
森林保護活動は本当に長期にわたる取り組みである。森林の関係者は 100 年先を考えてい
るという。その意味において、当社の取り組みもまだスタートに立ったに過ぎない。 
今後とも「良き触媒」として、一層の森林保護活動を行っていきたいと考えている。 
 
 
